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1．はじめに 

 
 大多数の他者がある行為を行っている場合，人々はただ

それだけの理由でその行為を実行することは少なくない．

例えば，ただ単に多数の人々が現実には短いものを長いと

言っているというだけの理由で，それを長いと言い(Asch, 
1951)1)，ただ多数の人々が特定の個人を苛めているから，

というだけの理由でその個人を苛める(山岸, 2002)2)．こうし

た心理傾向は万人の中に色濃く内在化されており，一般に

社会心理学では，こうした傾向を同調効果，その行為を頻

度依存行為と呼称している(Aronson, １992)3)． 

 こうした頻度依存行為の重大な特徴の一つは，十全な認
．．．．

知的・情報処理を行わない
．．．．．．．．．．．．

，という点である．すなわち，

あまり深く考えずに，ただただ他の多くの人々がそれを行

っているから，というだけの理由で，その行為を行うので

ある． 
 さて，我々の生涯の諸行為において，頻度依存行為は数

限りなくある．その中には，長い人類史の中で世界の至る

ところで繰り返されてきた行為，例えば，結婚や労働等も

含まれるが，ここ数十年の間に急激に社会の大多数が従事

する様になった行為も少なからずある．その一つが，自動

車運転免許の保有や自動車保有である．行為実行率の観点

から言うなら，現代の我が国では就職や結婚と同程度の当

たり前さで，免許取得や自動車保有行為が当たり前のこと

と見なされていると言えよう．そして，十全な認知的な情

報処理を行わない，という点が頻度依存行為の重大な特徴

であるが故に，（どのクルマを買うか，いつ免許をとるか，

という意思決定は熟慮されるとしても）自動車や免許を“持

つべきか持たざるべきか”の意思決定自体は熟慮されてい

ない可能性が理論的に予想される． 
 さらに，免許の保有が許される18才までの経験において，

免許非保有者が自動車について取得する情報は肯定的なも

のが多いという可能性も否定できない．例えば，自動車は

便利であり，“カッコイイ”ものであり，場合によっては，

それによって大人の生活を手に入れられる，といった憧憬

や羨望の念が含まれている可能性がある（Steg, et al. 20014); 
Baudrillard, 19705)）．なぜなら，戦後の日本産業を支えた主

役の一つとしての自動車産業はマスメディアの巨大スポン

サーであり，それ故，マスメディアに自動車保有について

の否定的な情報よりはむしろ肯定的情報が提供され，現代

の免許非保有者層がその影響を色濃く受けていたと考える

ことは，さして不自然ではないからである． 

 以上の洞察が正しいのなら，多くの人々は，自動車の肯

定的側面（良い所）を過大に認識し，否定的側面（悪い所）

を過小に認識したままに，多くの他者が免許を持ち，自動

車を所有しているからという事だけを主たる理由として，

深く考えず
．．．．．

に免許と自動車を保有していることになる．だ

とするなら，自動車の否定的側面をわずかばかり認知する
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

だけで，免許非保有者の自動車と免許の保有についての意
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

思決定が，少なからず影響される
．．．．．．．．．．．．．．．

のではなかろうか？ 
 本研究の目的は，正にこの疑問に答えるところにある． 
 
2．仮説 

 
 免許非保有者が十分に知らないかもしれない自動車につ

いての否定的情報として，本研究では， 
 
  ・事故のリスク 
  ・維持管理費 
  ・休日娯楽における渋滞の憂鬱 
 
の三つを考えた．そして，これらの客観的情報を実験的に

免許非保有者に提供し，その行動と心理への影響を測定す

ることとした．まず，事故のリスクについては，自他の生

命に関わる事故リスク情報であり，自動車利用の否定的側

面についての情報であると考えられる．維持管理費につい

ては，既にCairns and Okamura （投稿中）6)が同様の実験で

提供した情報であり，免許取得前の17才，あるいは，18才
の高校生がその情報を取得することで，免許を取得する意

図が低下することを実証的に確認している．また，休日娯

楽における渋滞の憂鬱については，混雑した京都市内にお

ける休日観光の満足度が，自動車を利用した場合よりも公

共交通機関を利用した場合の方が，有意に大きく満足して
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いた，という調査結果の情報を提供する． 
 さて，図1には，これらの情報を免許非保有者に提供した

場合に生ずるであろう，行動と心理の変化についての仮説

的因果関係を示した．まず，上述のような情報によって，

人々のリスクやコストについての認知が変化し，それに伴

い，自動車生活を行いたい，という欲求の水準が低下する

ことが予想される．さらに，免許や自動車の保有は，自動

車生活を行うことを目的
．．

とした手段的
．．．

な行為であるとの側

面を持つことから，自動車生活を望む欲求水準が低下すれ

ば，免許や自動車の保有欲求水準も低下する事が予想され

る．以上の，認知と欲求についての因果関係は，人間の欲

求と動機に着目した心理理論である目標設定理論（Goal 
Setting Theory; cf. Locke, 20007)）から理論的に予想される因

果関係である．一方，態度理論（Attitude Theory; cf. Eagly & 

Chaiken, 19938); 藤井20019)）に基づけば，これらの欲求や動

機が現実の行動に移される前に，行動意図が形成される事

が予想される．すなわち，図1に示したように，免許や自動

車の保有行動は，それらを保有しようとする意図に基づく

ものであることが予想される． 
 以上の因果仮説に基づけば，自動車利用についての否定

的側面についての情報提供を受けた被験者は，情報提供を

受けなかった被験者に比べて，自動車免許と自動車保有に

ついての欲求の水準と意図の水準が低くなること，ならび

に，現実の免許取得率，自動車保有率が低くなることが理

論的に予想される．本研究では，この理論的予想の現実的

妥当性を確認するために，次に述べるフィールド心理実験

を行った． 
 

 
3．実験 

 
 本実験の被験者を募集するために，1)大学1回生，2)自動

車免許を保有していない，3)現在自動車教習所に通ってい

ない，4)現在自動車教習所の申し込みを行っていない，の

４つの条件を応募資格とし，京都大学構内において2001年6
月，応募資格を記入した用紙を学生に配布した．その結果，

あわせて178人（うち，66.3％，118人が男性）の応募があり

これを被験者とした．そして，178名を，各群の男女比を共

通にしつつ，以下の5群に無作為に振り分けた．  
 
 ・制御群（35名）：情報提供を行わない． 
・コスト情報群（38名）：維持管理費の情報を提供 
・リスク情報群（34名）：事故のリスクの情報を提供 
・休日娯楽情報群（35名）：クルマによる休日娯楽にお

ける渋滞の憂鬱の情報を提

供 
・全報群（36名）：上記3つの情報を全て提供 

 

 募集直後（2001年6月）に，被験者に大学構内の説明会場

に，各群毎に異なる時間に集まってもらった．そして，ま

ず，情報提供前の被験者の意識を調査するための調査票を

配布し，回答を要請した．調査項目は自動車保有，免許取

得，自動車生活に対する欲求と意図であり，詳細を表1に示

す． 
 ここで5分ほど休憩をとった後，制御群以外には情報を記

した資料を配布し，黙読を要請した．黙読時間は，コスト

情報群，リスク情報群，休日娯楽情報群はそれぞれ3分，全

報群は5分であった． 提供した情報の概要は表2に示すもの

であり，各情報は各々カラーA4用紙1頁に簡潔にまとめら

れ，それぞれに根拠となる出典を合わせて掲載した．その

後，調査票を再度配布し，表1の項目を再度尋ねると共に，

表3の自動車生活全体に対するコスト認知・リスク認知・娯

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 情報が認知・欲求・意図・行動に及ぼす影響の因果仮説 

 

表1 調査項目（欲求と意図） 
 
免許取得・欲求 

「クルマの免許，欲しいですか」の質問に「全然欲しくない(1)」
から「非常に欲しい(7)」までの7段階で回答を要請 

免許取得・意図 
「クルマの免許，取るつもりですか」の質問に「全然取るつも

りは無い(1)」から「絶対に取るつもりだ(7)」までの7段階で回答

を要請 
 
自動車保有・欲求 
「自分のクルマ，欲しいですか」の質問に「全然欲しくない(1)」
から「非常に欲しい(7)」までの7段階の指標で回答を要請した． 

自動車保有・意図 
「自分のクルマ，持つつもりですか」の質問に「全然持つつも

りは無い(1)」から「絶対に持つつもりだ(7)」までの7段階で回答

を要請 
 
自動車生活実現・欲求 
「『クルマのある生活』をしたいですか」の質問に「全然した

くない(1)」から「非常にしたい(7)」までの7段階で回答を要請 
自動車生活実現・意図 
「『クルマのある生活』を将来するつもりですか」の質問に「全

然するつもりはない(1)」から「絶対にするつもりだ(7)」までの7
段階の指標で回答を要請 

 
( )内の数値は，各7段階尺度の両端の数値を意味する
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表2 提供情報の概要 


コスト情報 

自動車を保有すると，保有しているだけで1日1,150円，倹約

して乗って1日1,500円，普通に乗ると1日2,000円のコストがか

かり，安くて燃費のよいトヨタヴィッツ（95万円）でも購入

から廃車までの平均期間にかかる総費用は約500万円にもな

る． 
（科学警察研究所出典の数値に基づき情報を作成）

リスク情報 
50年車に乗り続けると，3分の2のドライバーが人身事故を起

こし，100人に1人が死亡事故を起こし，300人に1人は事故死

し，250人に1人は人をひき殺す． 
（国立公衆衛生院，および，(社)日本損害保険協会出

典の数値に基づき情報を作成） 
休日娯楽情報 

京都市による『京都市の観光客』を対象にした大規模なアン

ケート調査に統計的分析を行った結果，『クルマで観光した

人は，渋滞の憂鬱のために，クルマ以外のバスや地下鉄で観

光した人よりも，満足度が低い』ことが判明した． 
（京都市休日交通調査報告書に基づき情報を作成）


 

表3 調査項目（認知） 

コスト認知 
「クルマを使う方がバス・電車よりも高くつく」「クルマを

使う方がタクシーよりも高くつく」の3項目の質問を「全くそ

う思う(1)」から「全くそう思わない(7)」までの7段階で回答

を要請し，それらの合計値をコスト認知の尺度とした（クロ

ンバックのαはwave1で0.56，wave2で0.67）． 
リスク認知 
「クルマはとても危険だ」「クルマを運転していて大怪我を

することはありうることだ」「クルマを運転していて事故死

してしまうことはありうることだ」「クルマを運転していて

人をはねてしまうことはありうることだ」「クルマを運転し

ていて人を死なせてしまうことはありうることだ」の5項目を

「全くそう思う(1)」から「全くそう思わない(7)」までの7段
階で回答を要請し，それらの合計値をリスク認知の尺度とし

た（クロンバックのαはwave1で0.90，wave2で0.89）． 
娯楽度認知 
「クルマでの旅行は楽しい」「クルマでのドライブは楽しい」

の3項目の質問を「全くそう思う(1)」から「全くそう思わな

い(7)」までの7段階ので回答を要請し，それらの合計値を娯

楽度認知の尺度とした（クロンバックのαはwave1で0.87，
wave2で0.84） 


( )内の数値は，各7段階尺度の両端の数値を意味する

 
楽度認知の回答を要請した．そして最後に，6ヵ月後に郵送

されるアンケートに回答して返送してもらうことを要請し，

それを確認次第，謝礼を現金で郵送する旨を説明した． 
 以上が終了してから6ヶ月が経過した2002年12月，表1，

表3の調査項目に加えて，その時点での免許取得の有無を含

めた調査票を郵送で配布し，回収を求めた．そして，178
名中170名の回答が得られた．その後，回答のあった被験者

に謝礼（2000円）を送付した． 
 
 
4．結果 

 
 表4に，wave 1 （6月の調査）とwave 2（12月調査）のそ

れぞれで測定した各心理要因の群別の平均と標準偏差，な

らびに，wave 2での免許取得人数を示す．なお，複数指標

で測定した心理要因については，信頼性分析を行った後に，

それらの合計値を求め，一つの指標を作成した．ここで，

特定の心理要因を，複数の測定指標を用いて測定した場合，

それらが一つの心理要因についての複数の指標となってい

るか否かを調べることが必要となる．そのために行われる

のが，信頼性のテストであり，その一つがクロンバックの

α値を用いたテストである．α値は複数指標の全体として

の相関の強度を表しているものであり，全指標が完全に独

立の場合0，完全に相関している場合に1となる0～1までの

値をとる指標である．詳細は，藤井（2002）10）を参照され

たい．また，あわせて，それぞれのwaveの心理要因毎に，

制御群以外の各群（以下，実験群と呼称）と制御群の間の

有意差についての，2．に示した仮説から予想される符号に

基づいた片側t検定結果を示す．  
 

1）認知：リスクと娯楽度の認知は，いずれの実験群でも制

御群との有意差は認められなかった．しかし，コスト認知

については，コスト情報群と全報群が，wave 1では有意に

高いことが，また，wave 2でも制御群よりも高い傾向が示

された． 
 

2）自動車生活の欲求と実現の意図： 自動車生活の欲求は，

wave 1ではリスク情報群では制御群との有意差は見られな

かったが，wave 2では，全ての実験群において，制御群よ

りも低い傾向が統計的に示された．また，意図については，

全ての実験群で制御群よりも低い結果となったが，統計的

な傾向は，コスト情報群と休日娯楽群のwave 2でのみ見ら

れた． 
 

3）免許取得の欲求と実現の意図： 免許取得の欲求，なら

びに，その実現意図はそれぞれ，いずれの実験群も制御群

より，wave 1とwave 2の双方において低い事が示され，その

うち，コスト情報群，休日娯楽情報群において統計的な傾

向差，有意差が示された．また，全報群については，欲求

と意図の双方とも，wave 1では有意差は見られなかったが，

wave 2では有意差が見られた．同様に，上述の休日娯楽情

報の免許取得の意図は，wave 2でのみ，統計的な差異傾向
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が示された． 
 

4）自動車保有の欲求と実現の意図： 自動車保有の欲求と

その実現意図は，wave 1ではリスク情報群が，有意差では

ないものの，制御群よりも高い水準となっている以外，全

ての実験群において，いずれのwave においても，実験群の

方が制御群よりも低い水準である結果となった．そして，

コスト情報群では，wave 1において欲求水準に有意差が，

wave 2において意図の水準に傾向差が見られた． 
 

5)wave 2での免許取得：情報提供後半年が経過したwave 2
における制御群の被験者の免許取得率は24.1%であったが，

それは，いずれの実験群よりも高い水準であった．そして，

実験群全体の免許取得率平均は，その約半分の 12.3%にし

か過ぎなかった（ロジット回帰より，p = 0.055で傾向差が

見られた）．特に，免許取得の有無を従属変数とし，各実

験群ダミー変数を独立変数とするロジット回帰分析より，

リスク情報群の方が制御群よりも低い免許取得率である傾

向が（p = .008），休日娯楽情報群においては有意差が

（p=0.028）それぞれ確認された．なお自動車保有について

は，wave 2の時点においても，自動車を保有している被験

者は皆無であった． 
 
5．考察 

 
 本研究では，自動車免許非保有者に情報を提供するコミ

ュニケーション実験を行った．以下，結果に考察を加える． 

 

（1）コミュニケーションの認知への影響 

 コスト情報の認知への影響は統計的に確認された．また，

休日娯楽情報についても，有意には至らなかったが，影響

の方向は仮説に一致していた．ただし，リスク情報の効果

は認められなかった．この結果は，少なくとも免許取得前

の18～20才前後の人々には，コスト情報の方がリスク情報

よりも，認知に対して強い影響力を持つ可能性を示唆する

ものとも考えられる． 
 

（2）コミュニケーションの欲求と意図への影響 

 自動車保有，自動車生活，ならびに，免許取得のそれぞ

れの欲求と意図についてのコスト群と制御群の差異に着目

すると，wave 1，wave 2ともに，全て仮説どおりの方向の

差異が見られ，それらのうちでも，wave1 の自動車保有・

意図，wave2 の自動車保有・欲求を除く全ての要因におい

て統計的な差異が確認された．この結果は，コスト情報に

よってコスト認知が変化し，それに伴って欲求と意図が変

化すると仮定した図1の仮説を支持している． 
 一方，リスク情報と娯楽情報の提供が認知に及ぼす影響

は有意とはならなかったため，図 1 の仮説に基づくなら，

欲求や意図にも影響がないことが予想される．ところが，

欲求と意図についての各waveでのリスク情報群と制御群と

の差異は， 2つの例外を除き，全ての指標において仮説通

りの方向の差異が見られ，かつwave2 の自動車生活・欲求

と免許取得・意図において有意差が確認された．同様に，

休日娯楽情報についても差異の方向は全て仮説どおり，か

表4 実験結果

wave1
(n=35)

wave2
(n=29)

コスト認知 6.71 6.66 8.64 *** 7.63 * 8.21 *** 7.58 * 6.24 6.42 5.94 6.35
リスク認知 28.00 27.83 27.50 27.29 26.76 27.24 26.18 26.30 27.49 28.12
娯楽度認知 11.17 11.14 11.25 12.03 11.18 11.32 11.21 11.19 10.40 10.32
自動車生活・欲求 4.86 5.04 4.14 ** 4.43 * 4.34 * 4.58 * 4.59 4.43 * 4.14 ** 3.82 ***

免許取得・欲求 5.71 6.09 5.50 5.48 ** 5.08 ** 5.47 * 5.50 5.61 5.20 * 5.32 **

自動車保有・欲求 4.40 4.72 4.19 4.71 3.71 ** 4.34 4.65 4.71 4.26 4.26
自動車生活・意図 5.60 5.76 5.28 5.37 5.00 * 5.18 ** 5.35 5.50 5.14 5.21 *

免許取得・意図 6.20 6.55 5.83 5.97 ** 5.66 ** 5.94 * 5.82 6.11 * 5.86 6.23
自動車保有・意図 4.91 5.19 4.67 4.85 4.45 4.47 * 4.97 5.10 4.89 4.94
コスト認知 1.93 2.69
リスク認知 6.47 5.09
娯楽度認知 3.19 2.34
自動車生活・欲求 1.61 1.40
免許取得・欲求 1.45 0.97
自動車保有・欲求 1.83 1.77
自動車生活・意図 1.65 1.43
免許取得・意図 1.26 0.91
自動車保有・意図 1.76 1.59

* p <.10   ** p <. 05  *** p <. 01 p ：片側ｔ検定での制御群との差異の有意確率

1.70 2.12
6.74 6.31 6.15 4.11

2.45 2.41 2.31 2.29

3.11 3.12
6.08 5.64
3.00 2.42 2.93 2.86

1.33 1.52 1.55 1.33 1.64 1.64 1.70 1.57
1.52 1.24 1.67 1.70 1.56 1.57 1.68 1.54
1.79 1.53 1.68 1.88 2.03 1.85 1.99 1.81
1.23 1.46 1.71 1.31 1.74 1.55 1.56 1.32

1.09 1.33 0.881.36 1.32 1.48 1.70

休日娯楽情報群
wave1
(n=36)

wave2
(n=35)

wave1
(n=38)

wave2
(n=38)

wave1
(n=34)

wave2
(n=34)

wave1
(n=35)

wave2
(n=34)

制御群 全報群 コスト情報群 リスク情報群

2人（5.9%）
7人（24.1%） 17人（12.3%）

2.03 2.43
4.61 6.47
1.98 1.62

1.66

平
均
値

標
準
偏
差

1.75 1.541.71 1.70 1.96 1.95 1.78
1.55

3人（9.7%）wave 2での

免許取得人数(比
7人（24.1%） 6人（17.1%） 6人（15.7%）
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つ，自動車生活・欲求と免許取得・欲求ではwave1とwave2
双方で，自動車生活・意図においてはwave2 で有意差が確

認できた． 
 この様に，リスク認知，娯楽度認知が情報提供によって

有意な影響を受けなかったにも関わらず，欲求と意図への

影響が見られた．この結果の理由の一つとして，人々の意

思決定が情報提供により「精緻化」（藤井・竹村（2001）11)

参照）した可能性が考えられる．冒頭で述べたように，免

許や自動車の取得は頻度依存行動であり，それ故，人々の

意思決定が十分に精緻化されていない（すなわち熟慮され

ていない）可能性が考えられる．それ故，被験者に要請し

た読了行為が，免許や自動車取得を考え直すきっかけを与

えた可能性が考えられる．ただし，この可能性を確認する

ためには意思決定の精緻さを測定する等の新たな実験が今

後必要であり，今後の課題としたい． 
 

（3）情報の一括提供と稀釈効果 

 もしも，リスク，コスト，娯楽といった情報を全て提供

した場合，個々の情報の効果が加算されるなら，どの実験

群よりも全報群の方が大きな効果が得られたはずであるが，

本実験ではそうした結果は得られなかった．この理由とし

て，社会的認知研究で知られている，“稀釈効果”と呼ば

れる心理的効果が考えられる．これは情報量が増加するこ

とで個々の情報のインパクトが稀釈化されるという効果を

意味する（Aronson,1994）3)．この効果を考慮するなら，コ

ミュニケーションの際には影響力の強い情報を選定した上

でそれを提供した方が，より強い効果が現れやすいことが

予想される． 
 

（4）コミュニケーションの長期的効果 

 もし仮にコミュニケーションの影響が一時的かつ表層的

なものならば，その影響は時間の経過と共に低下すること

が予想される．しかし，wave 2で制御群との有意差が確認

された指標の数は，wave 1のそれ以上であった．この結果

は（2）で述べた情報提供をきっかけとして意思決定が精緻

化された可能性を示唆するものとも考えられる．すなわち，

情報提供をきっかけに自動車保有や免許取得についてより

深く考えるようになったために，情報提供直後よりも 6 ヵ

月後の方がより大きなコミュニケーション効果が生じた，

という可能性が考えられる． 
 

（5）コミュニケーションの行動への影響 

 この様に，いずれの情報提供も，認知，欲求，そして，意

図に長期的影響を与えたことが示されたが，行動の次元に

おいても予想された効果が見られた．すなわち，実験半年

後のwave2 における免許取得者割合は，全ての実験群にお

いて制御群の免許取得割合を下回っており，中でも休日娯

楽情報群，リスク情報群においては，制御群との差異は有

意であった．また，制御群と実験群全体との間の取得率の

差異も統計的に意味のあるものであった．免許取得という

行為には，自動車生活の実現のためという理由以外にも，

身分証明書としての利用などさまざまな理由が考えられる．

にも関わらずこの結果は，わずか 3 分間の読了行為（全報

群では 5 分間）が，半年後の実際の免許取得行為にも影響

を与える可能性を示している． 

 以上の結果は，冒頭で述べたように，現代の人々が自動
．．

車の否定的側面を肯定的側面に比べて相対的に軽視してい
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

る
．
との可能性を示唆している．なぜなら，もしも被験者が

実験で提供された自動車の否定的側面を十全に認知してい

るなら，たかだかA4一枚の情報が行動と心理に統計的に有

意な長期的影響を及ぼすとは考え難いからである．だから

こそ，例えば，免許取得可能年齢以下の人々に自動車の長

所短所についての客観的
．．．

情報を提供するコミュニケーショ

ンによって，より精緻な（そして恐らくはより合理的な）

免許取得と自動車保有の意思決定を，彼らにもたらす可能

性があるものと期待されるのである． 
 ただし，本研究で得られた知見の妥当性をさらに確認す

るためには，本実験の被験者を対象とした追跡調査や，同

様のフィールド実験を異なる被験者を対象に実施すること，

あるいは，自動車利用についての肯定的側面の情報を提供

した上でその効果が無いということを実証的に確認するこ

と，等が今後必要である．また，免許取得率と免許や自動

車の利用，保有について欲求や意図の水準とは必ずしも対

応したものではなかった．なぜなら，wave 1, 2のそれぞれ

で測定した欲求や意図の尺度によれば，コスト情報の方が，

リスク情報や休日娯楽情報よりも意図や欲求に強い影響を

及ぼしていることが示されていた一方で，wave 2で測定し

た実際の免許保有率によれば，コスト情報の実際の行動へ

の影響はリスク情報や休日娯楽情報よりも小さなものだっ

たからである．この結果は，本研究で測定した欲求や意図

の尺度ばかりではなく，それらとは別の要因も免許保有行

動に直接影響を及ぼしている事を示唆している．今後は，

それらの要因を取り込んだ，免許保有行動についての意思

決定の因果構造仮説を検討することも重要な課題である． 
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自動車免許非保有者に対するコミュニケーション実験* 

藤井聡**・西中卓也***・北村隆一**** 
 
 本論文では，自動車利用のリスク，コスト，ならびに，渋滞の憂鬱についての客観的情報を，免許取得以前の18才前後

の178名の大学一年生に提供するコミュニケーション実験を行った．情報提供後半年後の調査データより，情報提供によ

って自動車利用の否定的側面についての認知が活性化されるとともに，自動車利用についての欲求や，それを実現するた

めの意図が低下していること，ならびに，実際の免許取得率が低下していることを実証的に確認した． 
 
An experiment of communication toward non automobile-license holder* 

By Satoshi FUJII**, Takuya Nishinaka***, Ryuichi KITAMURA**** 
 
  In this Paper, we implemented a field experiment to provide information with respect to risks and costs of automobile use and 
psychological depression due to road traffic congestion, to 178 university students who were around 18 years old and who did not hold a 
driving license. The data obtained from the survey that was implemented 6 month after the intervention of providing the information 
indicated that due to the information provision, belief with respect to negative aspects of automobile use were strengthen, intentions or 
motivations to use automobile decreased, and the driving license holding behaviors were actually suppressed.  

 
  


